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東京都中小企業団体中央会 



ま え が き 
 

 

  一昨年秋以降の金融危機により世界経済は急速に悪化し、我が国経済も厳しい状況が続い

ている。景況は最悪期を脱し、緩やかに持ち直しつつあると言われているが、急激な円高の

進展とデフレの影響により、景気の先行きは不透明感が強まっている。 

特に中小企業の経営環境は、売上げの減少が続く中での価格競争の激化など、極めて厳し

い状況下に置かれており、資金繰りや雇用の維持にも支障を生じている。 

 このような状況のもと本会では、東京都における中小企業の労働事情を的確に把握するた

め、昭和３９年度より数えて今回で４６回目となる「中小企業労働事情実態調査」を実施し

た。   

その内容は、経営状況、労働時間、賃金等に関する時系列的調査項目のほか、雇用調整や

パートタイマーの活用についてなど、直面する労働情勢に関連した重点項目を加えて調査を

行った。 

 本報告書が、都内中小企業、特に小規模企業が抱えている労働事情の実態把握と現状に即

した対応策を講ずるための資料として、関係各位の一助となれば幸いである。 

 最後に、本調査の実施に当たりご多用の中ご協力をいただいた関係組合及び調査協力事業

所に対し、深く感謝申し上げる次第である。 

 

 

  平成２２年３月 

 

 

                    東京都中小企業団体中央会 
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Ⅰ 平成２１年度中小企業労働事情実態調査実施要領 
 

１．調査目的 

   この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに時

宜を得た労働関係支援事業に資することを目的に実施する。 

 

２．調査実施方法 

   郵送調査・郵送回収 

 

３．調査時点 

   平成２１年７月１日現在 

 

４．調査実施期間 

   平成２１年７月１日～７月１０日 

 

５．調査対象業種と分類 

 （１）製 造 業 ９業種…「食料品製造業」、「繊維工業」、「木材・木製品製造業」、「印刷・同関

連業」、「窯業・土石製品製造業」、「化学工業」、「金属・同製品製造

業」、「機械器具製造業」、「その他の製造業」 

  （２）非製造業 ５業種…「情報通信業」、「運輸業」、「建設業」、「卸・小売業（飲食店を除く。）」、 

「サービス業（娯楽・医療を除く。）」 

 

６．調査対象事業所 

   東京都内にある中小企業団体傘下の事業所で、従業員３００人以下の１，５００事業所を対象とす

る。 

 

７．調査対象業種比率及び従業員規模別事業所比率 

   製造業９００事業所（９業種各１００事業所）、非製造業６００事業所（５業種各１２０事業所）

である。ただし、非製造業のうち、「卸・小売業」については、「卸売業」６０事業所、「小売業」

６０事業所としている。 

製造業 各１００事業所 非製造業 各１２０事業所 

１０人未満 ２０％ ２０事業所 １０人未満 ３０％ ３６事業所 

１０～２９人 ３５％ ３５事業所 １０～２９人 ４０％ ４８事業所 

３０～９９人 ３５％ ３５事業所 ３０人以上 ３０％ ３６事業所 

 

１００～３００人 １０％ １０事業所  

 

８．調査票の様式 

   「平成２１年度中小企業労働事情実態調査票」参照 
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９．集計 

   本調査の集計は、回収した調査票をもとにコンピュータを使い、従業員規模別、業種別に行った。 

 

 

※1 集計結果の％表示は、原則として小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が１００％になら

ない場合がある。 

※2 図、表中の（Ｓ・Ａ）は単一回答、（Ｍ・Ａ）は複数回答、ｎは回答数である。 
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Ⅱ 調査結果の概要 
 

回答事業所数内訳 

 調査対象１，５００事業所のうち、有効回答事業所は４１９事業所で、有効回答率２７．９％であった。 

 

規模別回答事業所数内訳 

 調査結果をみると、業種計で１００人未満の事業所が３７９と、全体の９０．５％を占めており、さら

に３０人未満の事業所では２６１と、全体の６２．３％となっている。（表１） 

 

表１    規模別回答事業所数 

                  （( )内単位：％） 

規模 

業種  
１～９人 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人 合  計 

業種計 
１３７ 

（３２．７） 

１２４ 

（２９．６）

１１８ 

（２８．２）

４０ 

（９．５） 

４１９ 

（１００） 

製造業計 
６３ 

（３０．３） 

５９ 

（２８．４）

６２ 

（２９．８）

２４ 

（１１．５） 

２０８ 

（１００） 

非製造業計 
７４ 

（３５．１） 

６５ 

（３０．８）

５６ 

（２６．５）

１６ 

（７．６） 

２１１ 

（１００） 

 

  従って、以上のことから、本報告書にみられる調査結果は、小規模企業の経営並びに労働事情の実態を

反映したものとなっている。 

 

１．従業員数 

  従業員総数は１５，１９８人であり、男性１１，２３３人（７３．９%）、女性３，９６５人

（２６．１ %）で、１事業所当たりの平均従業員数は３６．３人である。 

   「製造業」の合計は８，５１１人で、男性は６，３１０人（７４．１%）、女性は２，２０１人

（２５．９%）となっており、２０８事業所の１事業所当たりの平均従業員数は４０．９人である。「非

製造業」の合計は６，６８７人で、男性は４，９２３人（７３．６%）、女性は１，７６４人(２６．４

%)となっており、２１１事業所の１事業所当たりの平均従業員数は３１．７人である。平均従業員数を

対前年度比でみると、全体で２．３人、製造業、非製造業ではともに１．９人と、いずれも増加してい

る。 

 

(1)雇用形態 

従業員の雇用形態別構成は全体で、「正社員」が１３，２４０名（８３．４％）、「パートタイム

労働者」が１，６９９名（１０．７％）、「アルバイト・その他」が７７６名（４．９％）、「派遣」

が１５８名（１．０％）であった。男女別にみると、男性は「正社員」が１０，３７９名

（９０．４％）、「アルバイト・その他」が５６５名（４．９％）、「パートタイム労働者」が

４５０名（３．９％）、「派遣」が８８名（０．８％）で、女性は「正社員」が２，８６１名

（６５．２％）、「パートタイム労働者」が１，２４９名（２８．４％）、「アルバイト・その他」

が２１１名（４．８％）、「派遣」が７０名（１．６％）となっている。 
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雇用形態の構成を対前年度比でみると、全体で正社員が０．８ポイント減少しており、特に女性は

３．３ポイントと大きく減少している。また、女性のパートタイム労働者は４．３ポイント増で、大

幅に増加していることから、女性労働者の非正規化が進んでいるものと思われる。 

 

(2)年齢別構成 

    常用労働者の年齢別構成は全体で、「３５～４４歳」が３，７３０人（２５．０％）で最も多く、

次いで「２５～３４歳」が３，３６２人（２２．５％）､「４５～５４歳」が２，９２５人（１９．６

％）、「５５～５９歳」が１，７７５人（１１．９％）、「６０～６４歳」が１，２４１人（８．３

％）、「２４歳以下」が１，０７８人（７．２％）、「６５歳以上」が８２２人（５．５％）の順と

なっている。（表２） 

 

表２ 常用労働者の年齢別構成 

                                                                          （単位：％） 

区分 

 

業種計･規模 

２４歳 

以 下 

２５～ 

３４歳 

３５～

４４歳

４５～

５４歳

５５～

５９歳

６０～

６４歳

６５歳 

以 上 
合 計 

高齢者 

雇用率 

（注）

平成１４年 ９．６ ２６．７ ２１．９ ２２．１ １１．０ ５．９ ２．８ (１００) １９．７

平成１５年 ８．０ ２８．４ ２１．５ ２２．２ １１．３ ５．６ ２．９ (１００) １９．８

平成１６年 ７．９ ２５．２ ２２．５ ２０．９ １２．５ ７．３ ３．７ (１００) ２３．５

平成１７年 ７．３ ２５．７ ２３．１ ２２．４ １２．３ ６．０ ３．３ (１００) ２１．６

平成１８年 ６．７ ２５．３ ２４．１ ２０．５ １２．８ ６．２ ４．４ (１００) ２３．４

平成１９年 ７．４ ２５．０ ２４．７ １８．３ １２．０ ７．２ ５．４ (１００) ２４．６

平成２０年 ７．７ ２３．９ ２４．１ １９．７ １２．３ ７．５ ４．７ (１００) ２４．５

平成２１年 ７．２ ２２．５ ２５．０ １９．６ １１．９ ８．３ ５．５ (１００) ２５．７

１ ～ ９人 

１０～２９人 

３０～９９人 

100 ～300人 

２．９ 

３．０ 

６．１ 

１０．５ 

１１．０ 

１８．４ 

２３．７ 

２４．１ 

２１．３

２４．１

２４．９

２５．８

１７．９

２２．１

１９．６

１８．８

１７．１

１３．５

１１．４

１１．２

１６．３

１０．４

８．７

６．２

１３．５ 

８．５ 

５．６ 

３．４ 

(１００)

(１００) 

(１００) 

(１００) 

４６．９

３２．４

２５．７

２０．８

（注）「高齢者雇用率」の高齢者とは、年齢が５５歳以上の者  

  

   また、規模別でみると、「４４歳以下」の若年常用労働者の雇用率は、規模が大きくなるにつれて

高くなる傾向を示している。これに対して、「５５歳以上」の高齢者雇用率を規模別にみると、「１

～９人」は４６．９％、「１０～２９人」は３２．４％、「３０～９９人」は２５．７％、「１００

～３００人」では２０．８％となっており、高齢者雇用率は、規模の小さい事業所ほど高くなってい

る。 

   年齢別構成を男女別にみると、男性は「３５～４４歳」が２５．８％､「２５～３４歳」が２１．９

％、「４５～５４歳」が２０．１％、「５５～５９歳」が１２．１％、「６０～６４歳」が８．４％、

「２４歳以下」が６．３％、「６５歳以上」が５．４％の順となっている。女性は「２５～３４歳」

が２４．３％、「３５～４４歳」が２２．７％、「４５～５４歳」が１８．０％、「５５～５９歳」

が１１．２％、「２４歳以下」が９．９％、「６０～６４歳」が８．１％、「６５歳以上」が５．８

％の順となっており、「５５歳以上」の高齢者雇用率は、男性で２５．９％、女性で２５．１％であ
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った。 

①女性常用労働者比率 

  女性の雇用比率は全体で、「２０～３０％未満」と回答のあった事業所が２４．８％、「１０～

２０％未満」が２４．１％、「３０～５０％未満」が１９．１％、「５０～７０％未満」が１２．９

％、「１０％未満」が８．４％、「０％」が６．９％、「７０％以上」が３．８％となっており、全

体の平均は２６．１％となっている。製造業の平均は２５．９％、非製造業の平均は２６．４％であ

る。 

   業種別でみると、女性の雇用比率の高い業種は「繊維工業」の６３．７％で、次いで「サービス業」

の３７．０％、「その他の製造業」の３４．７％、「食料品製造業」の３２．７％の順となっている。

これに対し、比率の低い業種は「運輸業」の１１．７％、「窯業・土石製品製造業」の１３．９％の

順となっている。 

②パートタイム労働者数内訳 

パートタイム労働者の総数は１，６９９人であり、男性４５０人(２６．５%)、女性１，２４９人

(７３．５%)で、１事業所当たりの平均パートタイム労働者数は４．１人となっている。 

   また、製造業の総数は９３１人で、男性２０６人(２２．１%)、女性７２５人(７７．９%)となって

おり、１事業所当たり４．５人である。非製造業の総数は７６８人で、男性２４４人(３１．８%)、女

性５２４人(６８．２%)となっており、１事業所当たり３．６人である。なお、パートタイム労働者を

多く雇用している業種は全体で、「食料品製造業」（３５．１％）、「サービス業」（２６．７％）、

「その他の製造業」（１３．７％）の順となっている。 

③パートタイム労働者比率 

   パートタイム労働者の比率を全体についてみると、「０％」が１９４事業所（４６．３％）、次い

で「１０％未満」が９２事業所（２２．０％）、「１０～２０％未満」が５０事業所（１１．９％）、

「３０～５０％未満」が２８事業所（６．７％）、「２０～３０％未満」が２７事業所（６．４％）、

「５０～７０％未満」が１７事業所（４．１％）、「７０％以上」が１１事業所（２．６％）となっ

ており、全体の平均は１０．７％である。 

製造業の平均は１０．４％、非製造業の平均は１１．１％となっており、大きな差はない。 

 

２．労働組合の有無 

労働組合が組織されている事業所の割合は、平成１０年度以降は年々低下傾向を示していた。平成

１７年度調査で歯止めがかかり、平成１８年度はわずかながら上昇したが、平成１９年度は再び減少に

転じた。前年度は若干の上昇となったが、本年度は、また減少となった。（表３） 

 

表３   労働組合の組織化状況 [(S・A) ｎ＝419] 

       （事業所数、( )内の単位は％） 

労組の有無 

業種  
労組あり 労組なし 合  計 

 業 種 計 １９（４．５） ４００（９５．５） ４１９（１００） 

 製 造 業 １４（６．７） １９４（９３．３） ２０８（１００） 

 非 製 造 業  ５（２．４） ２０６（９７．６） ２１１（１００） 
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労働組合の組織化率を規模別でみると、全体では「１～９人」規模が１．５％、「１０～２９人」規模

が１．６％、「３０～９９人」規模が５．９％、「１００～３００人」規模が２０．０％となっており、

規模の大きさに比例して組織化率が高い。 

 業種別で組織化率の高さをみると、「窯業・土石製品製造業」（３０．０％）、「機械器具製造業」（１

１．８％）、「運輸業」（９．５％）の順となっている。 

 

３．経営に関する事項 

(1)現在の経営状況 

  経営状況を全体でみると、「悪い」が８２．０％、「変わらない」が１５．３％、「良い」が

２．６％の順であった。  

   その割合を前年度と比べると、「悪い」は２７．４ポイントの大幅増、「変わらない」は１８．７

ポイント減、「良い」は８．４ポイント減となっており、経営状況は大幅に悪化している。 

   「悪い」を規模別でみると、「１～９人」で８７．５％（対前年度比２５．３ポイント増）、     

「１０～２９人」で８４．６％（同２６．７ポイント増）、「３０～９９人」で７４．６％（同２６．６

ポイント増）、「１００～３００人」で７７．５％ （同４８．９ポイント増）となっている。 

   経営状況が「悪い」とする割合が高い業種は、「運輸業」が１００％、「木材・木製品製造業」が

９２．３％、「窯業・土石製品製造業」が９０．０％の順となっている。（図１） 

 

図１ 現在の経営状況 [(S・A) ｎ＝417] 
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(2)主要事業の今後の方針 

主要事業の今後の方針は、「現状維持」が６４．６％、「強化拡大」が１９．５％、「縮小」が

１３．７％、「廃止」が１．９％の順であった。 

前年度と比較すると、「強化拡大」は２．７ポイント減、「現状維持」は±ゼロ、「縮小」が

２．６ポイント増、「廃止」が０．２ポイント減となっており、厳しい経営環境から、中小企業の経

営マインドも奮わない状況にあるものと思われる。 

   規模別で見ると、「強化拡大」と回答した事業所は、「３０～９９人」規模が最も多く２９．９％、

最も少ない「１～９人」規模は１０．３％にとどまっている。「縮小」と回答した事業所は、規模が

小さいほど高い割合を示している。（図２） 
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図２ 主要事業の今後の方針 [(S・A) ｎ＝415] 
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(3)経営上の障害 

    全体でみると、経営上の障害（複数回答）は、「販売不振・受注の減少」が７１．５％、次いで「同

業他社との競争激化」が３１．２％、「人材不足（質の不足）」が２３．３％の順になっている。 

   製造業では、「販売不振・受注の減少」が７６．０％、次いで「原材料、仕入品の高騰」が

２７．９％、「同業他社との競争激化」が２３．６％の順となっており、非製造業では、「販売不振

・受注の減少」が６７．０％、次いで「同業他社との競争激化」が３８．８％、「人材不足（質の不

足）」が２９．７％と、全体でみた場合と同じ順となっている。（図３） 

 

図３ 経営上の障害 [(S・A) ｎ＝417] 
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規模別にみると、１～９人規模では「販売不振・受注の減少」が７４．１％、次いで「同業他社と

の競争激化」が２５．９％、「製品価格（販売価格）の下落」が２０．７％の順となっている。１０

～２９人規模では「販売不振・受注の減少」が７３．４％、「同業他社との競争激化」が３１．５％、

「人材不足（質の不足）」が２３．４％の順で、３０～９９人規模も「販売不振・受注の減少」が

６６．９％、「同業他社との競争激化」が３９．０％、「人材不足（質の不足）」が３３．１％の順

である。１００～３００人規模では「販売不振・受注の減少」が７０．０％、次いで「納期・単価等

の取引条件の厳しさ」が２７．５％、「同業他社との競争激化」が２５．０％の順となっている。 

 

(4)経営上の強み 

   経営上の強みを全体でみると、「顧客への納品・サービスの速さ」が３７．２％、次いで「製品の

品質・精度の高さ」が２８．４％、「商品・サービスの質の高さ」が２１．５％となっており、中小

企業の強みである小回りの良さ、製品やサービスへの自信を示すものといえる。 

   規模別にみると、１～９人、１０～２９人、３０～９９人のいずれの規模でも「顧客への納品・サ

ービスの速さ」がそれぞれ３２．１％、３７．５％、４３．２％で最も高く、１００～３００人規模

では「顧客への納品・サービスの速さ」、「製品の品質・精度の高さ」が３５．０％と同率で最も高

くなっている。（図４） 

 

図４ 経営上の強み [(M・A) ｎ＝409] 
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４．従業員の労働時間 

(1)週所定労働時間 

   全体では、「４０時間」が４４．１％（前年度比１．９ポイント減）で最も多く、次いで「３８時

間超４０時間未満」、「３８時間以下」が同率で２５．２％（それぞれ同１．８、６．１ポイント増）、

「４０時間超４４時間以下」が５．６％（同５．８ポイント減）の順となっている。 

なお、「４０時間超４４時間以下」については特例事業場であることが考えられる。（図５） 

   （注）「４０時間超４４時間以下」の事業場は、労働基準法で認められている常時使用する労働者が１０人未満の特

例事業場（商業、映画・演劇業（映画の製作の事業を除く。）、保健衛生業並びに接客娯楽業）のみである。   

 

図５ 週所定労働時間 [(S・A) ｎ(東京都)＝413、ｎ(全国)＝18,845] 
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(2)月平均残業時間 

従業員１人当たりの月平均残業時間については、「０時間（残業なし）」と回答した事業所が

３２．６％（前年度比１．４ポイント増）で最も多く、次いで「１～１０時間未満」が２２．８％（同

０．５ポイント減）、「１０～２０時間未満」が２１．１％（同２．３ポイント増）、「２０～３０

時間未満」が１４．１％（同０．７ポイント減）、「３０～５０時間未満」が８．２％（同１．６ポ

イント減）、「５０時間以上」が１．２％（同０．９ポイント減）の順となっている。（図６） 

 

図６ 月平均残業時間 [(S・A) ｎ(東京都)＝417、ｎ(全国)＝18,872] 
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(3)年次有給休暇の平均付与日数・取得日数 

    従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数については、「１５～２０日未満」が４７．６％

（前年度比５．０ポイント増）で最も多く、次いで「１０～１５日未満」が２５．２％（同０．５ポ

イント減）、「２０～２５日未満」が２５．０％（同４．８ポイント減）、「１０日未満」が２．２

％（同０．６ポイント増）となっている。（図７） 

 

図７ 年次有給休暇の平均付与日数 [(S・A) ｎ(東京都)＝412、(全国)＝16,167] 
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また、従業員１人当たりの平均取得日数は、「５～１０日未満」が４２．５％（前年度比５．５ポ

イント増）で最も多く、次いで「１０～１５日未満」が２５．０％（同２．９ポイント減）、「５日

未満」が２４．５％（同１．３ポイント減）、「１５～２０日未満」が６．３％（同０．２ポイント

増）、「２０日以上」が１．７％（同１．５ポイント減）であった。（図８） 

 

図８ 年次有給休暇の平均取得日数 [(S・A) ｎ(東京都)＝412、(全国)＝16,167] 
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５．従業員の教育訓練 

(1)教育訓練の方法 

   従業員の教育訓練をどのような方法で実施しているか尋ねたところ、全体では「必要に応じたＯＪ

Ｔ」と回答した事業所が５１．２％と最も多く、次いで「事業所内での研修会・勉強会の開催」が

４６．９％、「民間の各種セミナー等への派遣」が３２．５％、「協同組合等の共同訓練への派遣」
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が１８．７％の順となっている。外部への派遣による教育訓練においては、協同組合等への派遣が２

割近くに上っており、組合事業の活用が示される結果となっている。 

なお、「特に実施していない」と回答した事業所は１７．７％であった。（図９） 

 

図９ 教育訓練の方法 [(M・A) ｎ＝418] 
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(2)教育訓練の目的 

   教育訓練の目的は全体で、「基礎的な知識・技能・技術の習得・向上」が８２．５％と圧倒的に多

く、次いで「新しい機械・設備の知識・技術の習得」が３７．３％、「商品知識の向上」が３４．７

％、「礼儀作法・接客態度などの向上」が２６．５％、「管理能力の向上」が２４．８％の順となっ

ている。（図１０） 

 

図１０ 教育訓練の目的 [(M・A) ｎ＝343] 
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(3)対象としている従業員 

   教育訓練の対象としている従業員は全体で、「中途採用社員」が５０．６％と最も多く、次いで「新

卒社員」が３８．６％となっている。それらに続くのが「生産関係の技能者」（３５．７％）、「管

理・監督者」（３３．９％）、「営業サービス関係社員」（３１．９％）となっている。 

 

(4)従業員の自己啓発を促進するための支援措置 

   従業員の自己啓発を促進するため、どのような支援を行っているか尋ねたところ、全体でみた場合

は「特に支援はしていない」が３８．６％と最も多いが、従業員規模の大きさに比例して「資格取得

者への手当・報奨金の支給」や「学費やセミナー受講料等の金銭的援助」などを行っている事業所割

合が高くなっている。１０～２９人規模以上の事業所の３分の１以上が「資格取得者への手当・報奨

金の支給」措置を講じており、また、「学費やセミナー受講料等の金銭的援助」措置も、３０～９９

人規模以上の事業所では、やはり３分の１以上が講じている。 

従業員の自己啓発を促進する措置として、金銭的インセンティブを与えている中小企業が相当数あ

ることがうかがえる結果となった。（図１１） 

 

図１１ 従業員の自己啓発を促進するための支援措置 [(M・A) ｎ＝412] 
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(5)教育訓練実施上での問題 

   従業員の教育訓練実施上の問題について尋ねたところ、全体では「対象従業員の時間的余裕がない」

が３８．９％と最も多く、次いで「特に問題はない」が３１．７％、「教育訓練の成果が明確でない」

が２１．２％、「費用に見合った効果が上がらない」と「業務にあった内容のものが少ない」がとも

に１６．９％と続いている。 
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６．雇用調整（労働力の調整） 

(1)従業員の削減を伴う雇用調整の有無 

   平成２０年７月１日から同２１年７月１日までの１年間で、経営上の理由で従業員の削減を伴う雇

用調整の有無について尋ねたところ、全体で「人員削減を伴う雇用調整を行っていない」と回答した

事業所割合が８２．１％、「人員削減を伴う雇用調整を行った」と回答した事業所割合が１７．９％

となっている。 

これを規模別にみると、「行った」と回答した事業所割合は「１～９人」規模が１４．６％で最も

少なく、「１００～３００人」規模が２２．５％で最も多い。さらに、業種別でみた場合、「行った」

が最も多いのは「運輸業」で３３．３％、次いで「化学工業」（２９．４％）、「その他の製造業」

（２８．１％）、「印刷・同関連業」（２５．６％）、「木材・木製品製造業」（２３．１％）の順

となっている。 

また、雇用調整を行った場合の削減方法は全体で、「退職者の不補充」が４４．０％で最も多く、

次いで「契約・臨時社員、パートタイマーの雇い止め」が３８．７％、「正社員の解雇」が２６．７

％、「希望退職者の募集」が８．０％、「派遣契約の解除」が６．７％となっている。 

大企業を中心に人員削減が取り沙汰されているが、中小企業においては８割以上が人員削減を行っ

ておらず、雇用の維持に努める中小企業の経営姿勢が表れたものといえる。（図１２） 

 

図１２ 雇用調整の有無とその削減方法 [有無(S・A) ｎ＝419、方法(M・A) ｎ＝75] 
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(2)従業員の雇用を維持するための措置 

平成２０年７月１日から同２１年７月１日までの１年間で、従業員の雇用を可能な限り維持するた

め、どのような措置を講じたか尋ねたところ、「雇用維持の取組みは行っていない」（５０．１％）

以外では、全体では「賃金・手当ての引き下げ」が１９．２％で最も多く、次いで「残業規制」が

１８．１％、「休日の増加」が１５．０％、「中途採用の削減・中止」が１２．３％となっている。

（図１３） 

 



 

 
- 14 -

図１３ 従業員の雇用を維持するための措置 [(M・A) ｎ＝359] 
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また、雇用の維持を図った理由は全体で、「必要な人材を確保しておくため」が最も多く５９．４

％、次いで「企業の責任として雇用を守るため」が５２．９％となっている。 

規模別にみても、これら二つの理由が主だったものである。 

 

(3)雇用調整に関する助成金利用の有無 

   平成２０年７月１日から同２１年７月１日までの１年間で、雇用調整に関する助成金利用の有無に

ついて尋ねたところ、全体で「利用していない」が８６．０％を占めている。「中小企業緊急雇用安

定助成金」を利用したと回答した企業は９．６％、「雇用調整助成金」を利用したと回答した企業は

５．３％にとどまっている。 

これを規模別にみると、従業員の多さに比例して助成金利用の割合が高い。「１００～３００人」

規模では、「中小企業緊急雇用安定助成金」を利用したと回答した企業は２０．０％、「雇用調整助

成金」を利用したと回答した企業は１０．０％となっている。 

業種別でみると全体の傾向とは大きく異なり、「中小企業緊急雇用安定助成金」を利用したと回答

した企業が「化学工業」で３５．３％、「金属・同製品製造業」で２９．８％、「機械器具製造業」

が２３．５％と高い割合となっている。「雇用調整助成金」を利用したと回答した企業は「窯業・土

石製品製造業」（２０．０％）、「機械器具製造業」（１７．６％）、「金属・同製品製造業」

（１７．０％）が高い。（図１４） 
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図１４ 雇用調整に関する助成金利用の有無 [(M・A) ｎ＝415] 
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また、助成金の対象となった措置は全体で、「従業員の休業」が圧倒的に多く９６．５％、次いで

「残業時間の削減」が１４．０％、「事業所内での教育訓練」が１０．５％、「外部訓練機関への派

遣」が７．０％、「事業主団体等での委託訓練」が３．５％となっている。 

 

(4)助成金利用の際の障害の有無 

   雇用調整助成金や中小企業緊急雇用安定助成金を利用する際、または利用を検討した際の障害の有

無について尋ねたところ、全体で「特にない」（６４．７％）を除き、「書類作成など申請手続きが

煩雑である」が最も多く２１．２％、次いで「支給内容がわかりにくい」が１６．０％、「申請から

受給までに時間がかかる」が１４．１％、「支給要件が厳しい」が１０．５％となっている。 

なお、規模の大小にかかわらず、「書類作成など申請手続きが煩雑である」を障害として回答した

割合が最も多い結果となったが、併せて、中小企業にとっての利用要件の充足の困難化があると考え

られる。 

 

７．パートタイマーの活用 

(1)最も人数が多いパートタイマーの１日の所定労働時間 

   パートタイマーの１日の所定労働時間は、何時間の人が最も多いか尋ねたところ、全体で「５時間

以上６時間未満」、「６時間以上７時間未満」がともに２１．３％で最も多く、次いで「４時間以上

５時間未満」が１８．６％、「７時間以上８時間未満」が１７．８％となっている。（図１５） 
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図１５ 最も人数が多いパートタイマーの１日の所定労働時間 [(S・A) ｎ＝253] 

9.4

23.5

21.3

28.1

13.6

21.3

17.2

13.6

14.7

22.5

15.6

15.2

17.8

8.8

4.7

10.6

6.3

0.0

0.0

1.6

1.5

0.8

2.9

2.2

4.7

7.6

4.3

0.0

7.9

16.7

9.5

17.6

16.9

18.8

21.2

18.6

32.4

25.8

21.3

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

全体

２時間未満 ２時間以上３時間未満 ３時間以上４時間未満 ４時間以上５時間未満

５時間以上６時間未満 ６時間以上７時間未満 ７時間以上８時間未満 ８時間
 

 

(2)最も人数が多いパートタイマーの１週間の勤務日数 

   パートタイマーの１週間の勤続日数は、平均何日の人が最も多いか尋ねたところ、全体で「５日以

上」が最も多く４５．６％を占め、以下「４日」、「３日」、「２日」、「１日」の順であった。（図

１６） 

 

(3)パートタイマーの継続勤続年数 

パートタイマーの継続勤続年数は、平均何年位か尋ねたところ、全体で「３年以上」が最も多く

６３．２％となっている。そして、１週間の勤続日数と同様、「２年以上３年未満」、「１年以上２

年未満」というように勤続年数が長い順になった。（図１７） 

 

図１６ １週間の勤続日数 [(S・A) ｎ＝252]    図１７ 継続勤続年数 [(S・A) ｎ＝250] 
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(4)パートタイマーの主な業務 

   パートタイマーが主として行っている業務は、「正社員の補助業務」が５０．０％と最も多く、「正

社員とは違う独立した業務」（２４．６％）、「正社員と同じ業務」（２４．２％）が、ほぼ同率で

あった。 
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(5)パートタイマーの雇用管理 

   パートタイマーを活用するため、どのような雇用管理を行っているか尋ねたところ、全体で最も多

いのは「労働条件を文書で明示している（就業規則含む）」（５４．８％）であるが、それに続いて

は「年次有給休暇を取得させている」で３９．３％、次いで「賞与を支給している」が３８．１％、

「定期昇給を行っている」が１９．８％、「職務に応じた手当てを支給している」が１８．３％とな

っている。 

規模別にみると、「１～９人」規模では、賞与や手当ての支給といった金銭面での雇用管理のほか

に「職場の責任ある地位に登用している」が高い率であるのに対し、「３０～９９人」規模以上では、

「福利厚生施設を利用させている」が高い率となっている。（図１８） 

 

図１８ パートタイマーの雇用管理 [(M・A) ｎ＝252] 
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職務に応じた手当を支給している 賞与を支給している

退職金制度を設けている 年次有給休暇を取得させている

育児休業・介護休業を取得させている 職務等に応じて正社員と同じ教育訓練をしている

福利厚生施設を利用させている その他

 

 

(6)パートタイマーを活用する上での課題 

   パートタイマーを活用する上で、どのようなことが課題となっているか尋ねたところ、「その他」

（２７．３％）を除き、最も多いのは「必要な経験・知識・技能を有する人を集めるのが難しい」で

３０．０％、次いで「業務の繁閑とパートタイマーの都合が合致しない」が２２．５％、「所得税の

非課税限度額等で就業調整が行われる」が２１．３％となっている。（図１９） 
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図１９ パートタイマーを活用する上での課題 [(M・A) ｎ＝253] 
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4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

全体

必要な経験・知識・技能を有する人を集めるのが難しい 業務の繁閑とパートタイマーの都合が合致しない

業務の変化にあわせて配置転換を行うことが難しい 急な退職が多く欠員への対応が難しい

雇用契約の更新を頻繁に行う必要があって煩雑である 所得税の非課税限度額等の関係で就業調整が行われる

定着率が悪く募集や教育訓練のコストがかかる その他
 

 

８．新規学卒者の採用 

(1)平成２１年３月の新規学卒者の採用予定人数、採用実績及び平均初任給額 

平成２１年３月の新規学卒者の採用予定人数、採用実績及び１人当たりの平均初任給額（平成２１

年６月支給額）についてみると、いずれの学卒でも、前年度より採用予定人数は少なかったものの、

採用実績人数は、ほぼ前年度を上回り高い充足率となっている。（表４） 
 

表４ 新規学卒者の採用状況等及び平均初任給額 

平均初任給額（円）

上段：単純平均 
    項 目 

 

学卒別 

採用予定人数

（人） 

採用実績人数

（人）

充足率 

（％）

平均採用人数 

（人） 
下段：加重平均 

１６７，２３８ 
技術系 ５９    ５６ ９４．９ ２．２４ 

１６６，４４４ 

１６７，７７３ 
高校卒 

事務系     ２５    ２５ １００．０  １．６７ 
１６３，６００ 

１８１，９００ 
技術系     ２１    １９ ９０．５  １．３６ 

１８５，２４２ 

１７９，５００ 
専門学校卒 

事務系     １２    １２ １００．０  ３．００ 
１８６，５００ 

２００，０００ 
技術系      ２     ２ １００．０  ２．００ 

２００，０００ 

１６３，７００ 

短大卒 

（含高専） 
事務系      １     １ １００．０  １．００ 

１６３，７００ 

２０５，１８４ 
技術系     ６３    ５２  ８２．５  ２．６０ 

２０３，１６７ 

１９９，９１６ 
大学卒 

事務系     ４０    ３７  ９２．５  ２．０６ 
１９８，０９９ 

 ※単純平均とは、１事業所当たりの平均で、加重平均は、１人当たりの平均である（以下、同じ。）。 



 

 
- 19 -

(2)平成２２年３月の新規学卒者の採用計画 

平成２２年３月の新規学卒者（第２新卒者・中途採用者を除く。）の採用計画の有無については、

全体で「ある」と回答した事業所の割合が１２．５％、「ない」が６９．３％、「未定」が１８．２

％となっている。これらを前年度の調査と比較した場合、「ある」と回答した割合は１０．８ポイン

トの減少、「ない」と回答した割合は１０．６ポイントの増加となっており、企業の採用意欲は大き

く減退している。（図２０） 

平均採用予定人数については、高校卒が１．８８人（前年度比０．６９人減）、専門学校卒が

１．４５人（同０．７９人減）、短大卒（含高専）が１．００人（同０．８９人減）、大学卒が

２．６０人（同０．１２人減）となっており、いずれの学卒でも採用予定人数は減少している。特に、

大学卒以外の減少幅が大きい。 

 

図２０ 平成２２年３月の新規学卒者の採用計画 [(S・A) ｎ＝417] 
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９．賃金改定 

(1)賃金改定の実施状況 

平成２１年１月１日から同２１年７月１日までの賃金改定の実施状況については全体で、「未定」

が３３．４％（前年度比６．５ポイント減）で最も多く、次いで「今年は実施しない（凍結）」が

２６．３％（同１９．７ポイント増）、「引上げた」が２５．３％（同１５．２ポイント減）、「引

下げた」が７．９％（同６．３ポイント増）、「７月以降引上げる予定」が４．１％（同５．７ポイ

ント減）、「７月以降引下げる予定」が３．１％（同１．５ポイント増）の順となっており、約７０

％の企業が賃金を引上げることが難しい経営環境であることがうかがわれる。（表５） 
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表５ 賃金改定の実施状況 [(S・A) ｎ(東京都)＝419、ｎ（全国）＝19,334] 

                               （単位：％、（ ）内は前年度の数値） 

項目 

 

業種計・規模 

引上げた 引下げた 
今年は実施し

ない（凍結）

７月以降引上

げる予定 

７月以降引下

げる予定 
未 定 

全   国 
２２．６ 

(３５．１) 

７．０ 

(２．１)

２４．４

(２６．１)

３．９ 

(５．７)

   ２．０ 

(１．１) 

４０．１ 

 (２９．８)

東 京 都 
２５．３ 

(４０．５) 

   ７．９ 

(１．６)

  ２６．３ 

(６．６)

   ４．１ 

   (９．８)

    ３．１ 

   (１．６） 

３３．４  

(３９．９)

[規模別] 

１～９人 

１０～２９人 

３０～９９人 

１００～３００人 

 

９．５ 

１８．５ 

４４．１ 

４５．０ 

 

  １０．９

   ８．９

   ４．２

   ５．０

 

   ２９．２

   ２９．８

   ２２．０

   １７．５

 

    １．５ 

    ５．６ 

   ４．２ 

   ７．５ 

 

    ４．４ 

  ３．２ 

  １．７ 

  ２．５ 

 

  ４４．５ 

  ３３．９ 

  ２３．７ 

  ２２．５ 

 

(2)平均所定内賃金及び平均昇給額・昇給率 

平均昇給額と昇給率を業種計でみると、単純平均では６，１２４円（２．１１％）、加重平均で

５，３００円（１．８２％）、製造業でそれぞれ６，２７３円（２．２６％）、５，２５９円

（１．８５％）、非製造業ではそれぞれ５，９５７円（１．９６％）、５，３５１円（１．７８％）

であった。（表６） 
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表６ 平均昇給額及び昇給率 

                                                         （上段：単純平均・下段：加重平均） 

業種                    区分 平成２０年度 平成２１年度 

  平均昇給額（円）  平均昇給額（円） 平均昇給率（％）

業   種   計 
５，３２４ 

５，３６９ 

６，１２４ 

５，３００ 

２．１１ 

１．８２ 

 

 
小     計 

  ５，２３５ 

  ４，７５１ 

６，２７３ 

５，２５９ 

２．２６ 

１．８５ 

食料品製造業 
  ５，４５７ 

  ６，７２２ 

３，４９３ 

３，４８３ 

１．２７ 

１．２３ 

繊維工業 
  ３，９９４ 

  ４，５３２ 

４，７１６ 

３，１４４ 

１．６８ 

１．１３ 

 木材・木製品製造業 
２，５１５ 

  ３，６４６ 

１７，３４０ 

１５，５２９ 

５．９７ 

５．１７ 

 印刷・同関連業 
  ３，９４０ 

  ３，７８０ 

７，４８５ 

５，７９０ 

２．６２ 

１．９９ 

 窯業・土石製品製造業 
  ４，２７０ 

  ４，０４８ 

２，８８８ 

３，５３３ 

１．０５ 

１．２１ 

 化学工業 
  ４，１０８ 

  ５，８１９ 

２，４２９ 

２，１０２ 

０．９３ 

０．７９ 

 金属・同製品製造業 
  ７，４９４ 

  ５，０６０ 

５，４６５ 

５，１４７ 

２．１９ 

２．１２ 

 機械器具製造業 
  ５，６６０ 

  ５，４９０ 

４，６４９ 

４，８４４ 

１．６０ 

１．７０ 

 

 

 製 

 

 

 

 

 造 

 

 

 

 

 業 

 その他の製造業 
 ６，６９８ 

 ４，３６４ 

９，４０３ 

８，７３４ 

３．０９ 

２．８５ 

   小      計 
  ５，４１７ 

  ６，１９０ 

５，９５７ 

５，３５１ 

１．９６ 

１．７８ 

 情報通信業 
  ７，３２２ 

  ７，４３９ 

６，３２５ 

６，７９３ 

２．５１ 

２．４５ 

 運輸業 
  ３，３１９ 

  ４，５８８ 

１，５８４ 

１，４５５ 

０．５９ 

０．５７ 

 建設業 
  ７，２０５ 

  ７，５５３ 

６，６４４ 

５，８８９ 

１．９５ 

１．８１ 

 卸・小売業 
  ５，７１１ 

  ６，９７８ 

５，３１１ 

５，８５２ 

１．７５ 

１．９４ 

卸売業 
  ５，９１３ 

  ７，２１７ 

５，３１３ 

５，９５３ 

１．７６ 

１．９７ 
 

 

 小売業 
  ４，８７４ 

  ４，５３６ 

５，２８９ 

４，５５３ 

１．７４ 

１．５０ 

 

 

 

 

 非 

 

 製 

 

 造 

 

 業 

 サービス業 
  ３，２２５ 

４，６８８ 

７，９１４ 

４，２１２ 

２．７８ 

１．４８ 
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規模別でみると、単純平均では「１～９人」規模が１０，９７７円（３．６３％）、「１０～２９

人」規模が５，５７３円（１．９４％）、「３０～９９人」規模が５，３５３円（１．８２％）、

「１００～３００人」規模が６，０５４円（２．１９％）であり、加重平均では「１～９人」規模が

９，４３４円（３．０４％）、「１０～２９人」規模が５，６７８円（１．９６％）、「３０～９９

人」規模が５，１９７円（１．７３％）、「１００～３００人」規模が５，２９４円（１．９０％）

となっている。 

なお、賃金改定後の平均所定内賃金及び平均昇給額は全体で、下表のとおりである。（表７） 

 

 表７ 賃金改定後の平均所定内賃金、平均昇給額・昇給率 

                                      （上段：単純平均・下段：加重平均、（ ）内は全国の数値） 

賃金改定 
改定後の平均所定内

賃金 
平均昇給額 平均昇給率 

２９６，６３９円 

(２４９，３５１円)

  ６，１２４円 

(５，５８９円)

    ２．１１％ 

   (２．２９％) 
引上げた事業所 

２９６，４４４円 

(２５２，２３９円)

  ５，３００円 

(４，１２８円)

    １．８２％ 

   (１．６６％) 

２７９，６４７円 

(２４８，４２３円)

  ▲２６，４５８円 

（▲２２，４９０円）

▲８．６４％ 

（▲８．３０％） 
引下げた事業所 

２８８，５８２円 

(２４７，１８８円)

  ▲２１，６７１円 

（▲１７，４２０円）

▲６．９８％ 

（▲６．５８％） 

 

   過去１０年間にみる平均昇給額及び昇給率（単純平均）の推移は、次のグラフに示すとおりである。 

（図２１・２２） 

 

図２１ 過去１０年間の平均昇給率（単純平均） 
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図２２ 過去１０年間の平均昇給額（単純平均） 

（単位：円） 
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